
改訂版刊行によせて

政府は、近年の人手不足を背景に、２０１８年１０月に外国人労働者の

受け入れ拡大の方針を発表するなど、今後、外国人の受け入れに関す

る状況が大きく変化していくことが予想されます。また、ヘイトス

ピーチや難民問題、入管収容に関する問題など、外国人をめぐる法律

問題も複雑多様化してまいりました。

外国人を取り巻く問題については、裁判手続に留まらず、国や自治

体に対する法的手続など、より生活に密着した場面において、法律家

のみならず、外国人を支援するボランティア団体など多くの方々が積

極的に取り組んでいます。当弁護士会も、新宿総合法律相談センター

や蒲田法律相談センターにおいて、外国人のための法律相談を実施し

ています。国籍にかかわらない人権の擁護には、各支援者との連携と

ともに、市民全体が国際的な視野と高い人権感覚を持つことが不可欠

です。

この度、２０１０年に発刊した本書の改訂版を刊行するにあたり、当

弁護士会の外国人の権利に関する委員会の委員が中心となって、近時

の法改正や社会問題をふまえて大幅な改訂をいたしました。本書にお

いては法律や制度に関する解説をしていますが、その根底にある全て

の人の権利実現に向けた思いを汲み取っていただければと存じます。

本書が外国人に対する支援者をはじめ多くの方々のお役に立ち、外

国にルーツを持つ人々と共生する社会の構築に資することになれば幸

いです。

２０１８年１２月

東京弁護士会

会長 安井 規雄
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改訂版はしがき

『外国人の法律相談』の初版が発刊されてから約８年が経ちまし

た。

この間、入管法をはじめとした法改正等が数多く行われ、入管当局

の運用にも変化が見られているところであり、外国籍の方々を取り巻

く環境は初版発刊当時とは大きく変わりました。そこで、初版執筆者

を中心とした当委員会委員の呼びかけで、改訂版刊行の運びとなりま

した。

近年、日本で暮らす外国籍人口は増加し続け、平成２９年末時点で

２５０万人を超える方々が暮らしています。それに伴い、直面する問題

も増加し、労働場面での法律問題の重要性が一層高まっているほか、

子の奪取に関するハーグ条約への加入や、技能実習法（外国人の技能

実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律）の施行、新た

な在留資格の創設、難民認定手続の改正、ヘイトスピーチ解消法（本

邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関

する法律）の施行等、多くの分野で新たな対応が求められています。

さらに、非正規滞在者に対しては、在留特別許可件数の減少、収容

の増加・長期化（仮放免許可率の低下）、そして強制的なチャーター

便送還など、入管当局の対応も年々厳しくなっています。外国籍の

方々が直面する問題は法的問題にとどまりませんが、現状の法制度を

理解しつつ、適切な対応を検討することがより重要になってきていま

す。

本改訂版は、新たな執筆者も加えて新鮮な観点を盛り込んだ上、各

執筆者の専門的知識や多くの経験を集積して改訂されました。事例に

応じて解説する形は初版を踏襲したもので、相談を受ける弁護士や支

援者の皆様にとって参考にしやすい形となっています。
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改訂された本書が、相談を担当する弁護士や支援者の皆様の一助と

なれば幸いです。

２０１８年 12 月

東京弁護士会 外国人の権利に関する委員会

委員長 本多 貞雅
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15
「家族滞在」で在留する子どもの就職

Q
私は、在留資格「技能」で在留しており、私の子は「家族滞
在」の在留資格をもって日本で私や妻と一緒に暮らしていま
す。私の子は、高校を卒業した後、就職を希望しているのです
が、就労可能な在留資格を得ることはできるでしょうか。

A
在留資格「家族滞在」のままでは、資格外活動許可を得た上で
週２８時間までの就労しかできないので、就職するためには就
労可能な在留資格に変更する必要があります。お子さんの日本
での在留歴や就学歴によっては、在留資格「定住者」や「特定
活動」に変更して、日本で就労できる可能性があります。ま
た、家族で永住許可を受けることができれば、無制限の就労が
可能になります。これらが不可能な場合には、「技術・人文知
識・国際業務」などの就労のための在留資格に変更する必要が
ありますが、多くの場合、学歴や職歴の要件を満たすことが要
求されます。

1 在留資格「家族滞在」

在留資格「家族滞在」は、「技術・人文知識・国際業務」「経営・管理」

「技能」など就労を目的とする在留資格や、在留資格「留学」で在留する外

国人の扶養を受けて生活する配偶者や子を対象とする在留資格です。子の年

齢に制限はなく、成人後も親の扶養を受けて生活している限り更新が可能で

す。

在留資格「家族滞在」の外国人は、原則として就労することができませ

ん。資格外活動許可を受けた場合には、週２８時間の就労が許されます。

したがって、親と一緒に日本で暮らすために「家族滞在」で来日した子ど
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もは、そのままでは、高校等を卒業した後も、フルタイムの仕事に就くこと

ができません。

2 無制限の就労が可能な在留資格に変更するための方法

在留資格「家族滞在」の子どもが、就労可能な在留資格に変更するための

方法として、まず、親と一緒に家族で永住許可を受けることが考えられま

す。ただし、入管法別表第１の在留資格の外国人の場合、永住許可を受ける

ためには原則１０年以上の在留が必要とされており、また、審査にあたって

は親の収入が安定していることなどもチェックされるので、家族で永住許可

を受けることが難しいケースもよくあります。

また、日本で義務教育を修了し、日本の高等学校を卒業したケースについ

ては、在留資格「定住者」や「特定活動」に変更し、日本で就労できる場合

があります。

まず、以下の要件を満たす場合には、「定住者」への変更が可能です（平

成３０年２月２６日付法務省入国管理局入国在留課長通知法務省管在第１３７５

号「『家族滞在』の在留資格をもって在留する者からの在留資格変更許可申

請における在留審査事務の取扱いについて（通知）」）。

� 在留資格「家族滞在」で在留していること

� 日本で義務教育の大半を修了していること。少なくとも小学校４年生

のおおむね１年間を在学し、その後引き続き在学していることが必要と

されます。

� 日本の高等学校を卒業又は卒業見込みであること

� 就労先が決定又は内定していること

� 住居地の届出等、公的義務を履行していること。

また、上記の要件のうち、�の「日本で義務教育の大半を修了しているこ
と」という要件を満たさない場合であっても、その他の要件を満たし、か

つ、少なくとも中学校３年生のおおむね１年間を日本で在学し、日本で中学

校及び高等学校を卒業したケースでは、扶養者である父又は母との同居を条

件に、「特定活動」への変更が認められ、フルタイムの就労が可能になる可

能性があります。この場合、風俗営業に関する業務への従事は禁止されます

が、その他には職種に制限はありません。
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3 「永住者」「定住者」「特定活動」への変更が不可能な場合

上記のいずれかの在留資格への変更が許可されない場合、フルタイムでの

就労をするには、入管法別表第１の就労のための在留資格のいずれかに変更

をする必要があります。

しかし、「技術・人文知識・国際業務」の場合、大学又は専門学校等を卒

業して学んだ内容と関係のある仕事に就く必要がありますし、「介護」の場

合は介護福祉士の養成施設を卒業し、介護福祉士の資格を取得して介護施設

に就職する必要があるなど、ほとんどの在留資格で学歴や職歴の要件が定め

られています。「経営・管理」で自分で事業を経営する場合には、経歴につ

いての要件はありませんが、一定以上の規模の事業を営む必要があるなどの

要件があります。

いずれについても、高等学校を卒業したばかりの若者が要件を満たすのは

通常は困難であるので、進路選択にあたっては、どの仕事をめざし、どの在

留資格を取得する必要があるのかをよく考える必要があります。

（丸山 由紀）
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24
年金・脱退一時金

Q
私（外国人）は、日本の会社で２年間仕事をしており、厚生年
金保険に加入していましたが、退職し帰国することになりまし
た。これまで支払ってきた厚生年金に対して保障はあります
か。

A
厚生年金保険の加入期間が６か月以上であり、日本国籍を有し
ない外国籍の方が帰国した場合、加入期間等に応じた「脱退一
時金」の支給を請求できます。国民年金についても同様の制度
があります。

1 脱退一時金制度とは

厚生年金の被保険者期間が６か月以上あり、年金（障害手当金を含む）の

受給資格を満たしていない日本国籍を有しない人（国民年金の被保険者では

ない人）が、日本に住所を有しなくなった日から２年以内に請求を行えば脱

退一時金が支給されます。

2 支給要件（厚生年金保険法附則２９条）

脱退一時金が支給される要件は、�厚生年金被保険者期間が６か月以上で
あること、�受給者が日本国籍を有していないこと、�既に年金受給権を有
していない、若しくは障害手当金を受給されていないことが挙げられます。

3 脱退一時金裁定請求の手続

脱退一時金の請求は、請求書を社会保険事務所等から帰国前に入手した上

で、出国後２年以内に日本年金機構に対して請求書と必要書類を送付する手

続によります（電子申請可）。また、帰国前であっても、転出届を市区町村
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に提出すれば住民票転出（予定）日以降に提出手続可能です。この場合、添

付書類として、日本国外に転出予定である者について記載された住民票の写

し、住民票の除票等の転出届を提出したことが確認できる手続が必要となり

ます。請求手続完了後に、各国の通貨に換算されて、指定した金融機関の口

座に送金されます。なお、脱退一時金は支給額の２０．４２％が所得税として源

泉徴収されます。そこで、退職後帰国する際、日本の最終住所地又は居所地

の税務署に、退職一時金と併せて確定申告を行うことで、税の超過支払が

あった場合には還付を受けることができます。

4 支給額

脱退一時金の金額は、被保険者であった期間に応じて、平均標準報酬額×

支給率で算出されます（厚生年金保険法附則２９条３項）。

5 社会保障協定による「年金加入期間の通算」制度

なお、脱退一時金とは別に、国家間の社会保障協定に基づく「年金加入期

間の通算」の制度があります。この制度は、日本と相手国との年金加入期間

を相互に通算し年金受給権を獲得できるようにする制度です。

２０１８年８月現在で、日本と年金加入期間の通算を内容とする保障協定を

締結し、かつ発効済みの国は、ドイツ、アメリカ、ベルギー、フランス、カ

ナダ、オーストラリア、オランダ、チェコ、スペイン、アイルランド、ブラ

ジル、スイス、ハンガリー、インド、ルクセンブルク、フィリピンの各国で

す。

この社会保障協定によって年金加入期間の通算が認められる相手国の外国

人が、帰国後脱退一時金を受け取ると、その期間は、協定において年金加入

期間として通算できなくなるので、金額の計算をした上、受給権の選択をす

る必要があります。

（池田 泰介）
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59
外国人同士の離婚手続

Q
私（A国籍）と夫（B国籍）は、ともに外国人ですが、外国で
結婚をした後、夫婦で来日し、以降１０年近く日本に住み続け
てきました。私たちには、子ども（A国籍）が１人います。と
ころが、現在、夫婦関係が悪化し、お互い離婚を考えていま
す。仮に、離婚するとした場合、日本で離婚手続をすることは
できるでしょうか。子どもの親権などはどのように決めるので
しょうか。

A
日本で離婚手続をすることができます。親権については、親権
者の指定に関する準拠法により、A国の法律によって決めるこ
とになります。

1 離婚の準拠法

外国人夫婦が日本で離婚する場合も、まずどの国の法律が適用されるかが

問題となります（離婚の準拠法の問題）。

離婚の準拠法を定めている法適用通則法２７条本文は、婚姻に関する２５条

を準用しており、「夫婦の本国法が同一であるときはその法により、その法

がない場合において夫婦の常居所地法が同一であるときはその法により、そ

のいずれの法もないときは夫婦に最も密接な関係がある地の法による」とし

ています。

本問では、夫婦の本国法は同一ではなく、一方、夫婦で来日し以降１０年

近く日本に住み続けていますので、夫婦の常居所地法がともに日本で同一で

あるといえ、日本の民法が適用されることになります。そのため、離婚の方

式・原因については、日本の民法によることとなります［�５４］。
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2 国際裁判管轄

離婚自体や離婚条件に争いがある場合等に、調停手続や訴訟を日本で行う

ことができるか、国際裁判管轄が問題となりますが、外国人同士の離婚の場

合であっても、被告が日本で生活している場合には、問題なく日本の裁判所

に国際裁判管轄が認められます。

3 親権者指定の準拠法

親権については、後記［�６１］のとおり、親子間の法律関係の準拠法につ
いて規定した法適用通則法３２条により、子の本国法が父親又は母親の本国

法と同じであれば、その国の法律が準拠法となり、その国の実体法に従って

親権者の指定がなされることになります。

本問では、子の本国法（A国）が母親の本国法（A国）と同じなので、A

国の法律が準拠法になります。

なお、養育費・財産分与・慰謝料に関する準拠法については、［�６５］。

4 各国の法律の調べ方

準拠法がA国法のような外国法の場合、当該国の法律をどのように調べ

ればよいのでしょうか。この点については、例えば、外務省ハーグ条約につ

いてのホームページには親権・監護権に関する主要条約締約国の法令情報が

掲載されています。あるいは、大使館等に直接問い合わせるなど、いろいろ

な調べ方があるとは思いますが、『全訂新版 渉外戸籍のための各国法律と要

件』（全６巻、日本加除出版、２０１７年１１月）に、各国ごとの身分法等に関

する諸規定が明らかになっていますので、参考になると思います。

（全 東周）

194


	m003
	m005-006
	m009-019
	p052-054
	p082-083
	p193-194

